
（単位：円）

2,931,217,056 　流  動  負  債 1,338,698,384

現 金 及 び 預 金 1,295,159,830 買 掛 金 278,263,497

受 取 手 形 341,660 短 期 借 入 金 100,000,000

売 掛 金 1,422,323,534 未 払 金 762,036,313

商 品 25,147,940 未 払 法 人 税 等 134,705,500

仕 掛 品 55,232,147 契 約 負 債 25,416,386

前 払 費 用 48,250,313 預 り 金 38,276,688

未 収 入 金 1,077,124

工 事 契 約 資 産 91,700,000

貯 蔵 品 96,508

貸 倒 引 当 金 △ 8,112,000

  固  定  資  産 697,285,164   固 定 負 債 79,900,000

  　有 形 固 定 資 産 308,685,112 修 繕 引 当 金 18,000,000

建 物 ・ 構 築 物 142,269,344 事業構造改善引当金 61,900,000

機 械 装 置 24,772,230       長 期 借 入 金長 期 借 入 金

工 具 器 具 備 品 55,036,002

土 地 85,245,200

建 設 仮 勘 定 1,362,336

1,418,598,384

　  無 形 固 定 資 産 51,587,181

借 地 権 1,806,230

ソ フ ト ウ ェ ア 49,663,951  株 主 資 本 2,209,903,836

ソフトウェア仮勘定 0 資　本　金 60,000,000

諸 権 利 117,000 利 益 剰 余 金 2,149,903,836

利 益 準 備 金 15,000,000

    投資その他の資産 337,012,871 その他利益剰余金 2,134,903,836

投 資 有 価 証 券 11,000,000 別 途 積 立 金 1,809,000,000

関 係 会 社 株 式 10,000,000 繰越利益剰余金 325,903,836

繰 延 税 金 資 産 263,272,000

敷 金 49,130,870

そ の 他 3,610,001

2,209,903,836

3,628,502,220 3,628,502,220

（注）当期純利益　300,361,483円

純　資　産  合  計

負債純資産合計

貸 借 対 照 表
 （２０２６年３月３1日現在）
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1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他の有価証券

　時価のないもの 移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

下記の評価方法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　商品 個別法による原価法

　仕掛品 標準原価による個別法

　材料 個別法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　・・・・・　定額法

②無形固定資産　・・・・・　定額法

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金

回収不能見込額を計上しています。

②修繕引当金

また、オフィス改革にあたり、工事相当額を計上しています。

③事業構造改善 データセンター管理の設備撤去及び移管に関する工事に充当するため、
　 引当金 工事相当額を計上しています。

(4) 収益及び費用の計上基準

①収益及び費用の計上基準

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①リース取引の処理方法

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

方法に準じた会計処理によっています。

②消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜き方式によっています。

個  別  注  記  表

定額法を採用しています。

ソフトウェアについて は、社内における 見込利用可能期間（３年以内）に基づく

見込販売数量または見込販売収益に基づく償却方法を採用し、自社利用目的の

なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間（２年以内）における

（ 自　２０２５年４月 １日　　至　２０２６年３月３１日 )

また、平成20年4月1日以降取引開始のリースについては、少額のため通常の賃貸借取引に係わる

・・・・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用し，

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で，当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識している。また、工事契約について年度末は原価回収

基準を原則適用しますが、財務諸表に与える影響が軽微であるならば適用しないこともありうる。

将来、建物・設備の改修工事に充当するため、一定額を計上しています。

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については法人税法の規定による法定

繰入率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

借手側となる所有権移転外ファイナンス・リース取引につき、リース取引開始日が、企業会計基準

第１３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引に ついては、通常の


